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(1) Stcvn議淡?民主i1i1J， ;去の支配および裁判官の役，~1JJ (2006年)
(2) Bingham講演目去の支配と隠会主権J(200i {ì~) 
2 イギワス?ぷ;去の行方 「政治的慾法から法的慾法へJ
はじめに




安定していないc すなわち，新権利章典制定化 (enactinga new Bil of Rights) 
の議論は，較にその進展度合いに即して時期区分をするとしたら，三三期にわ
たって援罷されてきた。第一期は，イギリスの政治的・経済的構造の「変
容j と並んで f統治;構造J(constitution) (以下，主昔、法という。)の「変容Jが論
じられるようになった 1970年代の初めの時期に八.Lester (DemoC1日cyωu!11-
























ゆる i9・1lJ (2001 年ヲ月 11日)の影響を強〈受けているということが注目さ

























144議席， 1987 {lo 102議席，労働党政権下におし、て， 1997年 179議It8，2001 {手 167議席，
2005年66~議席であった)σSteyn 講演は， このような多数によって支えられた
政府の権限は， I器i家の事務および人びとの生活にとって巨大なものであ




































































































































く抑圧的な立法 (oppressivelegislation) Jの近年の一例として の場合以外
に実質的には通常裁判所の管轄権を制限しようとする規定などを有する
2004年亡命および移民法(八幻'lumand [mmigration [Treatment of Claimants 1 Act) 























こうして， Steyn講演は， Lord Hopeおよび BaronessHalε が f盟会至高
性は，例外的状況においてi去の支記に譲歩しなければならないことがありう






主権 (adivided sovereignt)うな示している。さらに， 19持年人権j去によって時

























徴j として， r法の支記jへの関与および留の至高の法制定権として f国会
における女王j をポ認することを?あげ，前者の rj去の支配jへの支持は，世
界中のリベラノレ民主制と広〈共有されるものであり (ECl-I以前文， Eじ条約 6条
1 J'i)， 連合王国の制定法においても示認されているが (2005'1:滋法改小松
CConstitutional Reform Act 2005] (ま， r第一部法の文言己 としたハただし， il:の支配J
について定義はしていない，)，後者の密会主権は，イギリス独自のものであるこ

















くに国内法的効力全与えられた， ECl-Rが災体化ずる権利が例示される。)とするつ 5: 
た， r~去の支配と民主制との n喝の連関j に
念の中心に存するj とする。
L， r民主棋は，法の支配の概




ないが， Binghamは， r去の支配jは，民{こ法に従うよう要求するが， そ
の見返りとして，市民はそれによって拘束されることになる法律について発
を有することを要求するということのみに言及している。
続いて， Bingham講演は，国会主権は 8文字によって表現されるが C¥Vhat




そのヒで， rl~会主権は， もはや絶対的ではないj とする を?とり}二(f
て，その議論を支持するためにあげられる三つの部 (1972i[O EC JJUI~L法 [Euro-




















































面するならば， 1イギリス人の政治的才 (politicalgenillS) (ふ確実に解決を見




















たJとして， Eじの加盟隠iであることによって生じる相違はさておき， 1911 
の時点、での国会主権原理と今日のそれとの悶で何ら相違はないとし
八.V. Diceyによって定式化された国会主権原理は， 1970 年代以降，政治
的および法的な「挑戦Jをさまざまに受けて今日に至っているが(災際{こは，
回会主篠原潔に7りする「挑戦Jが「滋法改禁j論談の大きな姿国となっており，かつまた
その f挑戦jへの対応が「慾法改革j論の内容にもなっている c)， その主要なものは
次のようである 第一， 1972年 EC加盟法すなわち連合王国が EC(五じ)
の構成田となったことから生じるものでありは γSecretll)'o( Stnte for Tml1sport， 




















ローチの仕方は，一方の LordSteyn， Lord Hopeと，他方の LordBingham 
との閣で対照的であり， ri去の支配と国会主権jをめぐって支族i完裁判官の















































































合するために拡大したこと(例，代 γSecrct{/ryo( State for the I-Iomc Departl11Clt， CX 
parte Firc Brigades Un附 1[1995J 2 AC 513など)，新たな韻擦のコモン・ロ-J:，
の憲法的権利を割造し(例，RγScretllアofStltC jin-the }-IoJllc DepartJllCII， ex plrte 
Lcech ('¥'02) [1994J QB 198， J(F Sccretlll')' of Statc _(or the I-IoJllc Dep{/l'tllelt， ex p{/rtc 
SilllS [2000j 2 AC 115)あるいは立法令通して新たな憲法的権利な定立したこ
と (19981j三人権法)にみられるということ，第一三，国会主権の継続する適切さ


























































j去1寺48主 10~ラ(1976 "jo)によって始められた。イギリスでは， 30年以上にわたっ
て続権利市災制定化合めぐって議論が行われてきたc
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(後注 12))会めぐって生じた執行府と裁判所の問の衝突などをと契機として展開され
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3) 労働党が，それまでの r}!~法(こ隠する保守主義J (constitutional conseれ'atism)
から転換し保守党政権{こようやく終止符念行ち久方ぶりに政儀{こ復係した 1997"jo 
以降，プレア労働党政擦が実行してきたプログラムの丞裂なお:となったのが r;益法
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よる議1 :ムめであるという諮問になる 3 したがって，成文?訟法典制定化反対論{ふ
右の f議止めjの然守的機能およびその If:如上めjを実際(こi盗用する裁判官の保守
性全線拠とすることになる().人G.Griftith， Politics of JlIdiciary， 5thば， Fontana， 
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